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抄録：  

本研究は地域精神科医療モデルを構築しその効果を検証する多施設共同研究を中心
に据えている。初年度となる今年度は、この研究に共通の基本プロトコルを作成し、
それにしたがって、各研究協力機関にモデルプログラムを構築、実施し、その多面的
な効果評価のベースライン調査を開始した。  

核となる４か所の研究協力医療機関は初年度前半に①多職種アウトリーチチーム、
②認知機能リハビリテーションと援助付き雇用、の二つのサービスプログラムを医療
機関および地域の資源を活用して構築した。２か所の副たる研究協力医療機関は、認
知機能リハビリテーションと援助付き雇用のプログラムを構築した。また、スタッフ
は研修を受け、ストレングスモデルによるケアマネジメントを共通の支援技法とする
ように努めた。  

本研究は科学的根拠に基づく実践の効果判定研究であり、多職種アウトリーチチー
ムは、介入群・対照群を利用者の居住地区によって振り分ける準実験法を用いた。認
知機能リハビリテーションと援助付き雇用は一定の条件を満たす対象者を、無作為割
り付けにて介入群、対照群に振り分けるランダム化比較試験（RCT デザイン）を採用
した。  

評価の領域は、アウトカム、医療経済学的評価、スタッフの意識の３領域である。  
フォローアップ期間は１年間である。アウトカム指標としては、多職種アウトリーチ
チームの効果に関しての主たる指標は地域滞在日数で、そのほか入院回数・救急利用
回数・治療中断歴・逮捕 /拘留歴等のサービス利用の在り方の変化、患者の QOL、生活
時間の構成の変化に関する指標、精神症状や生活機能の評価などが用いられている。
認知機能リハビリテーションと援助付き雇用の主たる指標は就労関連指標であり、就
労率、就労継続日数、総賃金などが指標としてある。認知機能リハビリテーションの
効果判定としての神経心理検査等でとらえられる認知機能、作業能力や、精神症状評
価、生活時間の構成の変化なども臨床関連指標として用いる。医療経済的評価指標と
しては、多職種アウトリーチチーム、および認知機能リハビリテーションと援助付き
雇用とも、(ⅰ )レセプト調査、(ⅱ )サービスコードによる支援量・人的コストの把握調
査、(ⅲ )CSRI-J（日本語版 Client Socio-Demographic and Service Receipt Inventory)
を用いた社会資源利用により生じるコスト集計調査によりデータ取集を行い、介入群、
対照群共にコストの総計および、継時的なコストの推移を求める。また費用対効果分
析も行う。現行の制度ではいわゆる「持ち出し」となるコストがどの程度存在するか
についても調査を行う。スタッフの意識変化の指標については、核となる研究協力 4
機関のモデルプログラム関与スタッフを介入群とし、国立病院機構で精神科アウトリ
ーチ部門かつまたはデイケア部門を有する 11 機関で，当該支援に関与する担当受け持
ちのあるスタッフを対照群におき、ストレングス志向の支援態度（11 項目）のほか、
組織風土に対する認識を問う尺度などを用い、自記式の調査紙を用いる評価をプログ
ラム開始時、1 年後と評価することとした。  
 以上の中心となる多施設共同の介入研究に加えて、関連研究として、今年度は「全
国 ACT 事業所による診療報酬の観点から見た医療経済実態調査研究」「地域精神保健
福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発」を行
った。  

本稿では今年度の活動内容や成果について述べるとともに、来年度以降の研究課題
についても言及した。  



A．研究の背景 
日本の精神保健施策は入院中心から地域

生活中心への改革期にある。この改革の意味

するところは、大きく二つあると考えられる。 
一つは、主たる治療の場を精神科病棟から

地域社会へ移行していくことである。もう一

つは、“症状の軽減のための治療”から、“質

の高い生活の実現のための治療”へと、精神

医療の目標概念を変更していくことである。 
言葉を変えて言えば、これは精神医療を入

院精神医療を中心とした概念から地域精神

医療を中心とした概念に改めていくという

ことである。また、その地域精神医療のシス

テムも、利用者のリカバリー〈あたりまえの

人生を取り戻す、市民としての生活を取り戻

す〉のプロセスを支援する方向性をもつもの

にしていく必要があるということである。 
これは、医療をベースにしながらも包括的

なサポートを行えるシステムづくりが地域

精神医療において必要なことを意味する１）。

地域精神医療の先進地の実績に学べば、精神

病棟における長期間の治療を廃絶し、短期の

入院治療と、デイケアやショートケアを用い

た精神科リハビリテーション、そして、多職

種アウトリーチチームによる地域生活支援

と危機予防の実施、市民生活の重要な要素で

ある「就労」を速やかに可能にする支援シス

テムなどが具体的要素として考えられる。ま

た、基本的な支援技法として、医学的なアセ

スメントに基づく治療技法(薬物療法など)ば
かりでなく、本人の生活能力、本人の希望や

長所、持っている技能、環境の利点などに注

目し、それらの成長を支えようと、地域社会

にある一般的なさまざまな資源（informal 
resource）も活用するストレングス・モデル

によるケアマネジメントの導入・定着も重要

である。２） 

これらを実現するために、臨床研究が具体

的なモデルを構築し、実現可能な地域精神医

療のかたちを期待される成果とともに提示

していくことの意味は大きいであろう。 
先行研究を振り返ると、伊藤、西尾らは

ACT（包括型地域生活支援プログラム）、IPS
（個別職場定着と就労支援）についてわが国

における初めての実証研究に成功し、それぞ

れのプログラムの普及、定着に努めている３）

４）。また、池淵、佐藤らは認知機能リハビリ

テーションの有効性について実証的研究を

行っている５）。 
今後の研究に必要なことは、これら個別の

プログラムを組み合わせ、ニーズのある利用

者に的確にサポートが行える、地域精神医療

システムのモデルを作成し、その成果ととも

に情報発信をしていくことである。このモデ

ルで中核となるのは医療機関であるが、入院

中心ではなく、地域社会の中で成果について

科学的根拠のある複数の支援プログラムを

展開していることが課題としてあげられる。

また、行政も含め地域社会にある多様な資源

も活用するために、キャッチメントエリアを

明確にすることや、医療スタッフが地域社会

に出向き一般住民や一般企業などとも交流

を深めながら、地域社会の中で利用者を支え

ていく技能を伸ばすことも必要な重要課題

である。また、このモデルの普及可能性を高

めるためには、それが妥当な費用対効果をも

つものであり、今後の診療報酬改定などに情

報提供できる充分な資料を備えていること

も必要である。 
このような背景のもと、本研究は、有効か

つ実現可能な、「地域精神科モデル医療」の

構築を目指し、その成果を評価しようと実施

するものである。 
 

B．方法、あるいは研究班全体の構造について 
本研究は地域精神科医療モデルを構築し、

その効果を検証する多施設共同研究を中心

となる研究に据えている。この研究は共通の

基本プロトコルを作成し、それにしたがって、

各研究協力機関にモデルプログラムを構築、



実施し、その効果評価を多面的に行うことと

した。 
以下に、その概要を説明する。さらに、関

連研究として本年度実施した「全国 ACT 事

業所による診療報酬の観点から見た医療経

済実態調査研究」と「地域精神保健福祉医療

における支援スタッフのストレングス志向

の支援態度評価尺度の開発」の概要について

説明する。 
１）多施設共同による、地域精神科医療モデ

ルづくりとその効果検証に関する研究 
 本研究は医療機関を中心とした地域

精神科モデル医療の構築を基本に置

く。（図 1） 
・核となる研究協力の医療機関は初年度

前半に以下の二つのサービスプログ

ラムを医療機関および地域の資源を

活用して構築した。 
① 多職種アウトリーチチーム 
② 認知機能リハビリテーションと

援助付き雇用 
副たる研究協力医療機関は、以上のい

ずれかのサービスプログラムを医療

機関および地域の資源を活用して構

築した。いずれのプログラムを構築す

るにあたっても、スタッフは研修を受

け、患者の希望や願望、長所や持って

いる技能、環境の有利な点などに注目

し、それらを活用しながら、患者の地

域生活の充実を図る、ストレングスモ

デルによるケアマネジメントを共通

の支援技法とするように努めた。 
なお、多職種アウトリーチチームの

構築の要点は研究分担者 吉田による

「重症精神障害者に対する多職種ア

ウトリーチチームのサービス記述と

効果評価支援研究～基本プロトコル

と進捗～」を、認知機能リハビリテー

ションと援助付き雇用の構築の要点

は研究分担者 佐藤による「重い精神

障害をもつ者に対する認知機能リハ

と援助付き雇用の組み合わせによる

就労支援研究班～基本プロトコルと

進捗～」を参照されたい。 
 研究は多施設共同研究の形式で行う。 

・今年度のエントリー機関は次の 2 種

類に大別された。 
二つのシステムを構築する、核となる 

研究協力機関は以下の 4 か所である。 
・国立精神・神経医療研究センター病院

(東京都小平市)坂田増弘 研究分担者 
・国立国際医療研究センター国府台病院

(千葉県市川市)佐竹直子 研究分担者 
・帝京大学医学部附属病院（東京都板橋

区）池淵恵美 研究分担者 
・東北福祉大学せんだんホスピタル 

(宮城県仙台市)西尾雅明 研究分担者 
また、一つのみを構築する、副たる研

究協力機関は以下の 2 か所であり、両者

とも認知機能リハビリテーションと援

助付き雇用のプログラムを採用した。 
・ひだクリニック ( 千葉県流山市 )   

肥田裕久 研究協力者 
・長岡病院(京都府長岡京市) 
角谷慶子  研究協力者 
各研究協力機関における具体的なプ

ログラムの構築は各研究分担者、研究協

力者による研究報告書を参照されたい。 
 研究は対照群との比較の形式で行う 
・本研究は科学的根拠に基づく実践の効

果判定研究であり、以下のような方法で

対照群との比較をとった。 
① 多職種アウトリーチチーム 

純粋なランダム化比較試験ではな

く、介入群・対照群を利用者の居

住地区によって振り分ける準実験

法を用いた。すなわち、対象医療

機関を中心に一定のキャッチメン

トエリアを定め、そのエリア内に

居住の対象患者を介入群に、エリ



ア外に居住し一定の条件を満たす

患者を対照群とした。詳しくは前

述の吉田研究分担報告書参照のこ

と。 
② 認知機能リハビリテーションと援

助付き雇用 
一定の条件を満たす対象者を、無

作為割り付けにて介入群、対照群

に振り分けるランダム化比較試験

（RCT デザイン）を採用した。す

なわち、同意が得られ、なおかつ

スクリーニングを通過したもの

（一定の認知機能障害が認められ

るもの）を性別、年齢、スクリー

ニング課題で層別化した上で乱数

による無作為割り付けを実施し、

介入群および対照群に割り付けた。

詳しくは前述の佐藤研究分担報告

書参照のこと。 
 評価の領域は、アウトカム、医療経済

学的評価、スタッフの意識の３領域で

ある。 
・本研究は地域精神科モデル医療の構築

ならびに普及を最終的な目標としてい

るため、いわゆるアウトカム指標だけで

なく、医療経済学的指標、あるいはスタ

ッフの意識の変化の指標など、評価の領

域も多岐にわたった。以下に指標の概略

を記す。なお、アウトカム指標の詳細は

前述の吉田研究分担報告書、佐藤研究分

担報告書を参照のこと。また、医療経済

的評価指標の詳細は泉田、下平らによる

研究分担報告書「重症精神障害者に対す

る多職種アウトリーチチームのサービ

スおよび日本版個別援助付雇用モデル

の医療経済的研究のプロトコール」を、

スタッフの意識変化の指標に関しては、

贄川、前田らによる研究分担報告書「地

域精神保健福祉医療における支援スタ

ッフのストレングス志向の支援態度評

価尺度の開発」、「モデルが実践スタッフ

の支援態度に及ぼす影響の検討～スタ

ッフ自記式調査におけるベースライン

調査の概要～」を参照のこと。フォロー

アップ期間は１年間である。 
① アウトカム指標 

まず、多職種アウトリーチチー

ムの効果に関しての主たるアウ

トカム指標は地域滞在日数であ

る。そのほか入院回数・救急利用

回数・治療中断歴・逮捕/拘留歴

等のサービス利用の在り方の変

化、患者の QOL、生活時間の構

成の変化に関する指標、精神症状

や生活機能の評価などをアウト

カム指標として採用した。 
認知機能リハビリテーション

と援助付き雇用の主たるアウト

カム指標は就労関連指標であり、

就労率，就労継続日数，総賃金な

どを指標として採用した。認知機

能リハビリテーションの効果判

定としての神経心理検査等でと

らえられる認知機能、作業能力や、

精神症状評価、生活時間の構成の

変化なども臨床関連指標として

採用した。 
② 医療経済的評価指標 

多職種アウトリーチチーム、お

よび認知機能リハビリテーショ

ンと援助付き雇用に関してのデ

ータ収集は、(ⅰ)レセプト調査、

(ⅱ)サービスコードによる支援

量・人的コストの把握調査、

(ⅲ )CSRI-J（日本語版 Client 
Socio-Demographic and Service 
Receipt Inventory)を用いた社会

資源利用により生じるコスト集

計調査を基本とした。これらより、

介入群、対照群共にコストの総計



および、継時的なコストの推移を

求める。また費用対効果分析も行

う。現行の制度ではいわゆる「持

ち出し」となるコストがどの程度

存在するかについても調査を行

う予定である。 
③ スタッフの意識変化の指標 

 核となる研究協力 4 機関のモ

デルプログラム関与スタッフ

（n=96）を介入群とし、国立病

院機構で精神科アウトリーチ部

門かつまたはデイケア部門を有

する 11 機関で，当該支援に関与

する担当受け持ちのあるスタッ

フ（n=89）を対照群におき、ス

トレングス志向の支援態度（11
項目）のほか、組織風土に対する

認識を問う尺度などを用い、自記

式の調査紙を用いる評価をプロ

グラム開始時、1 年後と評価する

こととした。 
 

２）「全国 ACT 事業所による診療報酬の観点か

ら見た医療経済実態調査研究」（吉田光爾 研究

分担者） 
現 在 の ACT （ Assertive Community 

Treatment:包括型地域生活支援プログラム） 
の臨床活動に関して、どの程度の活動が診療

報酬制度でカバーされているのか/いないの

かを明らかにする実態調査を行い、今後の多

職種アウトリーチチームを支えるための診療

報酬制度の基礎資料を作成することを目的に

実施した。全国の ACT 活動のうち ACT ネッ

トワークに参加し診療報酬をベースにした活

動を行っている 7 事業所に協力を依頼し、全

利用者のうち 15％を無作為に抽出した(51 ケ

ース)。その利用者ならびに、利用者の支援に

係わる関係者への個別的な実コンタクト・電

話コンタクトに関する支援内容について、平

成 23 年 11 月半ば～12 月半ばの 1 か月間に

渡り、日常のサービス記録からサービスコー

ド票に転記して調査を行った。 
 

３）「地域精神保健福祉医療における支援スタッ

フのストレングス志向の支援態度評価尺度の

開発」(贄川信幸 研究分担者) 
多施設共同による、地域精神科医療モデ 

ル作りとその効果検証のために、携わる支

援スタッフの「ストレングス志向の支援態

度」を測定する自記式評価尺度を開発した。

アイテムプールから作成した 19 項目を用

いて、３精神科医療機関の臨床スタッフ

332 名を対象に予備調査を行った。 
 
C．研究の進捗状況、得られた成果 
C-１) 今年度実施した会議、研修 

 今年度の研究遂行のために実施した研修

ならびに会議は以下のとおりである。 
【研修】 

日時：2011 年 7 月 22 日（金），23 日（土） 
会場：帝京大学医学部附属病院 

(帝京大学板橋キャンパス) 
内容：スタッフ研修会  認知機能リハを

含めた就労支援 
参加人数（計）：82 名 
 
日時：2011 年 9 月 2 日（金）（13:00～18:00） 

9 月 3 日（土）（9:00～16:45） 
会場：TKP 東京駅日本橋ビジネスセンター 

TKP カンファレンスルーム 3C  
内容：スタッフ研修会多職種 

アウトリーチチーム  
参加人数（計）：95 名 
 
日時：2011 年 11 月 25 日(金) 

（9 時～17 時 20 分） 
会場：八重洲ホール 201 
内容：スタッフ研修会  就労支援 
参加人数：60 名 
 



【班会議】 
日時：2011 年 5 月 6 日 17：30～20：00  
会場：ベルサール八重洲 Room F 
内容：第 1 回 地域精神科医療モデル作り

とその効果検証に関する研究班会議 
参加者：分担・協力 20 名 
 
日時：2011 年 12 月 26 日（月）18:00～20:30 
場所：M ＋ミドル２ (三菱ビル 10Ｆ) 

内容：進捗状況の確認及び報告書等について 
参加者：分担・協力 厚労省 15 名   
 

【研究会議】 
日時：2011 年 9 月 2 日（9:40～12:30） 
場所：TKP 東京駅日本橋ビジネスセンター 
内容：個別援助付雇用に関する研究 
参加者：分担・協力 9 名  
 

【電話会議】 
日時：2011 年 6 月 17 日（9:00～10:30） 
内容：地域精神医療モデル 
参加者：代表、分担 6 名 
 
日時：2011 年 7 月 8 日（8:30～9:30） 
内容：地域精神モデル医療プロトコール 
参加者：代表、分担 7 名 
 

【研究報告会】 
日時：2012 年 2 月 18 日 9:15～13:15 
場所：TKP 日本橋ビジネスセンター 1A 
内容：平成 23 年度 研究報告会 
参加者：分担・協力 70 名 

  
 
C-２) 研究の進捗状況、得られた結果 

１） 多施設共同による、地域精神科医療モデ

ル作りとその効果検証に関する研究 
多職種アウトリーチチームのサービ

スプログラムは各研究協力機関で平成

23 年 10 月末までに研究活動準備が完了

し、平成 23 年 11 月よりエントリーを開

始し、各地区においてケースエントリー

が行われている状況である。詳細は基本

プロトコルをまとめた吉田 研究分担報

告書を参照のこと。候補者は比較的多数

であるが、重症精神障害者を対象として

いるため、調査同意を得ることが難しい

こと、入院中に継続的関与を行っている

が同意を得るまでの期間が長めになる

ことが、調査実施上の課題となっている。 
認知機能リハビリテーションと援助

付き雇用のサービスプログラムも平成

23 年 10 月末までには研究活動準備が完

了し、現時点(平成 24 年 2 月末)までに全

ての研究サイトにおいて第一クールが

開始となっている。詳細は基本プロトコ

ルをまとめた佐藤分担研究報告書を参

照のこと。 
 

２） 全国 ACT 事業所による診療報酬の観点

から見た医療経済実態調査研究 
現在の ACT の臨床活動をサービスコ

ード票への記載から分析した結果、全利

用者のうち 15％を無作為に抽出した(51
ケース)に対する 1 か月間のコンタクト

は、実対面コンタクト 857 回、電話コン

タクト 407 回であった。職種は医師が

8.9％(n=75)、看護職を中心としたコン

タクトが 36.0%(n=302)、作業療法士を

中心としたコンタクトが 17.5%(n=147)、
精神保健福祉士を中心としたコンタク

トが 30.5%(n=256)であった。また、全

コンタクトの 15%弱は週 4 回以上とい

う高頻度のコンタクトを必要とする状

況であった。 
診療報酬の状況については無報酬の

コ ン タ ク ト の 割 合 が 、 医 師 が

13.3%(n=10)、看護師が 24.8%(n=75)、
作業療法士が 19.7%(n=29)、精神保健福

祉士が 38.0%(n=97)であった。また全職



種の 1 か月間・51 ケースに支援した合

計の総臨床時間に対して、全体の 40.9%
である 602 時間 21 分が無報酬となって

いた。 
 

３） 地域精神保健福祉医療における支援ス

タッフのストレングス志向の支援態度

評価尺度の開発 
支援スタッフの「ストレングス志向の支 

援態度」を測定する自記式評価尺度を開

発。アイテムプールから作成した 19 項目

を用いて、3 精神科医療機関の臨床スタッ

フ 332 名を対象に予備調査を行った。291
名から回答が得られ（回収率 87.7%）、構

造方程式モデルによる確証的因子分析の

結 果 、 11 項 目 の 3 下 位 尺 度

（ Person-Centered Approach, Shared 
Decision Making, Strength-Focused 
Approach）が一定程度の適合度で確認さ

れた。また、概ね良好な併存的妥当性（リ

カバリー態度尺度との Pearson の積率相

関係数[ r] : 0.12～0.23, p < 0.05）、再検査

信頼性（ICC: 0.76～0.84）、および内的整

合性（Cronbach のα係数: 0.65～0.87）
が確認された。 

 
Ｄ．まとめ、課題 

以上のように、研究活動は比較的順調に開

始、遂行されている。全体で３年間の研究活

動の成果としては以下のことが期待できる。 

 多職種アウトリーチチーム、および認

知機能リハビリテーション、援助付き

雇用といったプログラムについて、我

が国の制度、文化も考慮したうえで、

実施可能な標準モデル、それに必要な

要素について研究成果として公表す

ることができる。具体的には、本研究

の成果を踏まえ、成果を上げるのに必

要な要素を抽出し、さらにそれらをエ

キスパート・コンセンサスなどの手法

を用いて検討し、標準モデルとして練

り上げることが考えられる。名称とし

ては「ストレングスモデルを取り入れ

た多職種アウトリーチチームのモデ

ル」や「日本版援助付き雇用モデル」

などのかたちでこれらは表現されよ

う。さらには、標準モデルにいたるま

でのシステム進化のプロセスや必要

な研修なども提示することにより、合

理的なプログラム評価も可能になる。 

 実現可能なモデルとして民間精神病

院でも活用可能な科学的根拠のある

良質な地域精神科モデル医療の設定

を提案、さらに精神科医療機関が地域

社会とつながる方策を提示すること

ができる。また、診療報酬改定などに

情報提供をしていくことで精神医療

の変革を促進することができる。本研

究ではコスト計算なども実施するの

で具体的な診療報酬点数の提案も可

能である。このことによって、精神科

医療の脱施設化、すなわち精神科の平

均入院日数の減少や精神病床数の削

減、医療スタッフの地域社会へのアウ

トリーチ活動の促進にも貢献できる。 

 研究で明らかになった、必要な援助技

術を研修プログラム化して、国立精

神・神経医療研究センター精神保健研

究所などで研修事業として展開する

ことが可能である。研修プログラムを

パッケージ化し、必須要素を明確にす

ることにより、地域生活を支える精神

科医療に必要な技能の普及・啓発に貢

献できる。 
 

 また、来年度以降、残された課題として

は以下の様なことが挙げられる。 
 今年度は核となる研究協力機関が大

都市に集中しているため、都市部を中

心とした地域精神科医療モデルとな



っている。我が国全体への普及を考慮

する場合は、人口５万～10 万程度の

地方としても展開できる地域精神医

療のモデルの提示が必要である。そこ

で、今後、研究協力者の協力を得て、

地方都市におけるモデル形成とその

評価にも取り組む必要がある。 
 「ストレングスモデルを取り入れた

多職種アウトリーチチームのモデル」

や「日本版援助付き雇用モデル」など

の標準モデルを、我が国の制度や精神

保健医療福祉の文化の違いを考慮し

て練り上げていく途上では、欧米にお

いて科学的根拠があるとされる支援

プ ロ グ ラ ム 、 た と え ば

AssertiveCommunityTreatment(AC
T:包括型地域生活支援プログラム)や
IndividualPlacementandSupport(IP
S:個別職業紹介とサポートモデル)の
どの要素がどのような理由で日本で

は実施困難であり、それに代わる必要

な要素はどのようなものかといった

点についての検討が必要である。また、

個々のプログラムの定着ばかりでな

く、複数のプログラムの組み合わせに

よるシステム形成のメリットや困難、

医療機関と福祉的支援や就労支援の

事業所との組み合わせによるプログ

ラム実施のメリット、デメリットにも

言及する必要がある。そのためには我

が国で先進的に ACT プログラムや

IPS プログラムを施行しているとい

うサービス機関の実態も把握しなが

ら、「民間精神医療機関でも実行可能

な良質の地域精神医療モデル」を策定

する本研究の位置づけを決めていく

ことも必要かと思われる。これらの検

討にあたっては、我々が策定しようと

するモデルの質を保証するためにも、

欧米において評価の定まっているプ

ログラム忠実度評価尺度（ fidelity 
scale）を参考に、それぞれのプログラ

ムを実践する事業体の構造、機能、サ

ービスの質などを評価できるプログ

ラム忠実度尺度を作成し、評価の一助

とすることが必要と思われた。 
 スタッフの支援理念を明確にし、支援

技法を向上させていくためには、従来

の入院中心の精神医療とは異なる、地

域生活中心の精神医療の概念や技術

を明確にしていく必要があり、それに

基づく研修の実施も重要である。とり

わけ、リカバリーの概念を援用し、病

や障害を抱えながらも生活をとりも

どし、人生をとりもどす過程に寄り添

うことが支援や治療の目的であると

すれば、地域社会の中で展開される臨

床における関係性のとりかたはさら

に検討されるべき内容であると思わ

れる。その観点から、今後研究活動の

中に、治療や支援についての合意形成

に利用者である患者の意見を十分に

反映し、当事者が主体的に自助に取り

組めるようにする Shared Decision 
Making（意思決定の共有）のプロセ

スについての検討を導入することは

必要な課題のように思われた。 
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1．論文発表 なし 
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平成 24 年度 

平成 25 年度 

多職種アウトリーチチーム、認知機能リハ等の参加者のベースライン調査 
スタッフ調査、ストレングスモデルのフィデリティ調査など 

システムの成長の促進とモニタリング 
☆スタッフ研修の開催 
☆フィデリティ調査の実施 
☆アウトカム・モニタリング 

システムの成長の促進とモニタリング 
☆スタッフ研修の開催 
☆フィデリティ調査の実施 
☆アウトカム・モニタリング 

6 か月後フォローアップの完了、12 か月後フォローアップの完了 

研究活動全体の総括  

「地域精神科モデル医療」のシステムを各地域（フィールド）で形成する 
＊キャッチメントアリアの明確化 
＊以下のプログラムを、このモデルは包含する 
(ア) ストレングス・モデルによるケースマネジメント 
(イ) ACT〈包括型地域生活支援プログラム〉、あるいは準じた多職種アウトリ

ーチチーム 
(ウ) 一般就労をめざす、認知機能リハビリテーションおよび IPS（個別就労支

援とサポート）に準じた援助付き雇用プログラム 
(エ) その他、家族心理教育、患者心理教育、IMR（疾病の自己管理とリカバ

リー）、SST など、  科学的根拠の明確な支援プログラム 
☆（ア）、（イ）、（ウ）は必須。（エ）はオプション 
☆スタッフ研修の開催 

モデルとなる各地域

（フィールド）のシステ

ムを描写。 

システム構築までのプ

ロセスも記述する 

研修プログラムの確立 
フィデリティ調査、アウト

カム・モニタリングの方

法論の公開 

ベースライン調査結果公表 

システム成長に関する

研究成果の公表 

アウトカムに関する調

査結果公表 

ベースライン調査の完了、6 か月後フォローアップの開始 

平成 23 年度 
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抄録：

本研究は地域精神科医療モデルを構築しその効果を検証する多施設共同研究を中心に据えている。初年度となる今年度は、この研究に共通の基本プロトコルを作成し、それにしたがって、各研究協力機関にモデルプログラムを構築、実施し、その多面的な効果評価のベースライン調査を開始した。

核となる４か所の研究協力医療機関は初年度前半に①多職種アウトリーチチーム、②認知機能リハビリテーションと援助付き雇用、の二つのサービスプログラムを医療機関および地域の資源を活用して構築した。２か所の副たる研究協力医療機関は、認知機能リハビリテーションと援助付き雇用のプログラムを構築した。また、スタッフは研修を受け、ストレングスモデルによるケアマネジメントを共通の支援技法とするように努めた。

本研究は科学的根拠に基づく実践の効果判定研究であり、多職種アウトリーチチームは、介入群・対照群を利用者の居住地区によって振り分ける準実験法を用いた。認知機能リハビリテーションと援助付き雇用は一定の条件を満たす対象者を、無作為割り付けにて介入群、対照群に振り分けるランダム化比較試験（RCTデザイン）を採用した。

評価の領域は、アウトカム、医療経済学的評価、スタッフの意識の３領域である。

フォローアップ期間は１年間である。アウトカム指標としては、多職種アウトリーチチームの効果に関しての主たる指標は地域滞在日数で、そのほか入院回数・救急利用回数・治療中断歴・逮捕/拘留歴等のサービス利用の在り方の変化、患者のQOL、生活時間の構成の変化に関する指標、精神症状や生活機能の評価などが用いられている。認知機能リハビリテーションと援助付き雇用の主たる指標は就労関連指標であり、就労率、就労継続日数、総賃金などが指標としてある。認知機能リハビリテーションの効果判定としての神経心理検査等でとらえられる認知機能、作業能力や、精神症状評価、生活時間の構成の変化なども臨床関連指標として用いる。医療経済的評価指標としては、多職種アウトリーチチーム、および認知機能リハビリテーションと援助付き雇用とも、(ⅰ)レセプト調査、(ⅱ)サービスコードによる支援量・人的コストの把握調査、(ⅲ)CSRI-J（日本語版Client Socio-Demographic and Service Receipt Inventory)を用いた社会資源利用により生じるコスト集計調査によりデータ取集を行い、介入群、対照群共にコストの総計および、継時的なコストの推移を求める。また費用対効果分析も行う。現行の制度ではいわゆる「持ち出し」となるコストがどの程度存在するかについても調査を行う。スタッフの意識変化の指標については、核となる研究協力4機関のモデルプログラム関与スタッフを介入群とし、国立病院機構で精神科アウトリーチ部門かつまたはデイケア部門を有する11機関で，当該支援に関与する担当受け持ちのあるスタッフを対照群におき、ストレングス志向の支援態度（11項目）のほか、組織風土に対する認識を問う尺度などを用い、自記式の調査紙を用いる評価をプログラム開始時、1年後と評価することとした。

　以上の中心となる多施設共同の介入研究に加えて、関連研究として、今年度は「全国ACT事業所による診療報酬の観点から見た医療経済実態調査研究」「地域精神保健福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発」を行った。

本稿では今年度の活動内容や成果について述べるとともに、来年度以降の研究課題についても言及した。








A．研究の背景

日本の精神保健施策は入院中心から地域生活中心への改革期にある。この改革の意味するところは、大きく二つあると考えられる。

一つは、主たる治療の場を精神科病棟から地域社会へ移行していくことである。もう一つは、“症状の軽減のための治療”から、“質の高い生活の実現のための治療”へと、精神医療の目標概念を変更していくことである。

言葉を変えて言えば、これは精神医療を入院精神医療を中心とした概念から地域精神医療を中心とした概念に改めていくということである。また、その地域精神医療のシステムも、利用者のリカバリー〈あたりまえの人生を取り戻す、市民としての生活を取り戻す〉のプロセスを支援する方向性をもつものにしていく必要があるということである。

これは、医療をベースにしながらも包括的なサポートを行えるシステムづくりが地域精神医療において必要なことを意味する１）。地域精神医療の先進地の実績に学べば、精神病棟における長期間の治療を廃絶し、短期の入院治療と、デイケアやショートケアを用いた精神科リハビリテーション、そして、多職種アウトリーチチームによる地域生活支援と危機予防の実施、市民生活の重要な要素である「就労」を速やかに可能にする支援システムなどが具体的要素として考えられる。また、基本的な支援技法として、医学的なアセスメントに基づく治療技法(薬物療法など)ばかりでなく、本人の生活能力、本人の希望や長所、持っている技能、環境の利点などに注目し、それらの成長を支えようと、地域社会にある一般的なさまざまな資源（informal resource）も活用するストレングス・モデルによるケアマネジメントの導入・定着も重要である。２）

これらを実現するために、臨床研究が具体的なモデルを構築し、実現可能な地域精神医療のかたちを期待される成果とともに提示していくことの意味は大きいであろう。

先行研究を振り返ると、伊藤、西尾らはACT（包括型地域生活支援プログラム）、IPS（個別職場定着と就労支援）についてわが国における初めての実証研究に成功し、それぞれのプログラムの普及、定着に努めている３）４）。また、池淵、佐藤らは認知機能リハビリテーションの有効性について実証的研究を行っている５）。

今後の研究に必要なことは、これら個別のプログラムを組み合わせ、ニーズのある利用者に的確にサポートが行える、地域精神医療システムのモデルを作成し、その成果とともに情報発信をしていくことである。このモデルで中核となるのは医療機関であるが、入院中心ではなく、地域社会の中で成果について科学的根拠のある複数の支援プログラムを展開していることが課題としてあげられる。また、行政も含め地域社会にある多様な資源も活用するために、キャッチメントエリアを明確にすることや、医療スタッフが地域社会に出向き一般住民や一般企業などとも交流を深めながら、地域社会の中で利用者を支えていく技能を伸ばすことも必要な重要課題である。また、このモデルの普及可能性を高めるためには、それが妥当な費用対効果をもつものであり、今後の診療報酬改定などに情報提供できる充分な資料を備えていることも必要である。

このような背景のもと、本研究は、有効かつ実現可能な、「地域精神科モデル医療」の構築を目指し、その成果を評価しようと実施するものである。



B．方法、あるいは研究班全体の構造について

本研究は地域精神科医療モデルを構築し、その効果を検証する多施設共同研究を中心となる研究に据えている。この研究は共通の基本プロトコルを作成し、それにしたがって、各研究協力機関にモデルプログラムを構築、実施し、その効果評価を多面的に行うこととした。

以下に、その概要を説明する。さらに、関連研究として本年度実施した「全国ACT事業所による診療報酬の観点から見た医療経済実態調査研究」と「地域精神保健福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発」の概要について説明する。

１）多施設共同による、地域精神科医療モデルづくりとその効果検証に関する研究

· 本研究は医療機関を中心とした地域精神科モデル医療の構築を基本に置く。（図1）

・核となる研究協力の医療機関は初年度前半に以下の二つのサービスプログラムを医療機関および地域の資源を活用して構築した。

1 多職種アウトリーチチーム

2 認知機能リハビリテーションと援助付き雇用

副たる研究協力医療機関は、以上のいずれかのサービスプログラムを医療機関および地域の資源を活用して構築した。いずれのプログラムを構築するにあたっても、スタッフは研修を受け、患者の希望や願望、長所や持っている技能、環境の有利な点などに注目し、それらを活用しながら、患者の地域生活の充実を図る、ストレングスモデルによるケアマネジメントを共通の支援技法とするように努めた。

なお、多職種アウトリーチチームの構築の要点は研究分担者 吉田による「重症精神障害者に対する多職種アウトリーチチームのサービス記述と効果評価支援研究～基本プロトコルと進捗～」を、認知機能リハビリテーションと援助付き雇用の構築の要点は研究分担者 佐藤による「重い精神障害をもつ者に対する認知機能リハと援助付き雇用の組み合わせによる就労支援研究班～基本プロトコルと進捗～」を参照されたい。

· 研究は多施設共同研究の形式で行う。

・今年度のエントリー機関は次の2種類に大別された。

二つのシステムを構築する、核となる

研究協力機関は以下の4か所である。

・国立精神・神経医療研究センター病院(東京都小平市)坂田増弘　研究分担者

・国立国際医療研究センター国府台病院(千葉県市川市)佐竹直子　研究分担者

・帝京大学医学部附属病院（東京都板橋区）池淵恵美　研究分担者

・東北福祉大学せんだんホスピタル

(宮城県仙台市)西尾雅明　研究分担者

また、一つのみを構築する、副たる研究協力機関は以下の2か所であり、両者とも認知機能リハビリテーションと援助付き雇用のプログラムを採用した。

・ひだクリニック(千葉県流山市)　　　肥田裕久　研究協力者

・長岡病院(京都府長岡京市)

角谷慶子  研究協力者

各研究協力機関における具体的なプログラムの構築は各研究分担者、研究協力者による研究報告書を参照されたい。

· 研究は対照群との比較の形式で行う

・本研究は科学的根拠に基づく実践の効果判定研究であり、以下のような方法で対照群との比較をとった。

1 多職種アウトリーチチーム

純粋なランダム化比較試験ではなく、介入群・対照群を利用者の居住地区によって振り分ける準実験法を用いた。すなわち、対象医療機関を中心に一定のキャッチメントエリアを定め、そのエリア内に居住の対象患者を介入群に、エリア外に居住し一定の条件を満たす患者を対照群とした。詳しくは前述の吉田研究分担報告書参照のこと。

2 認知機能リハビリテーションと援助付き雇用

一定の条件を満たす対象者を、無作為割り付けにて介入群、対照群に振り分けるランダム化比較試験（RCTデザイン）を採用した。すなわち、同意が得られ、なおかつスクリーニングを通過したもの（一定の認知機能障害が認められるもの）を性別、年齢、スクリーニング課題で層別化した上で乱数による無作為割り付けを実施し、介入群および対照群に割り付けた。詳しくは前述の佐藤研究分担報告書参照のこと。

· 評価の領域は、アウトカム、医療経済学的評価、スタッフの意識の３領域である。

・本研究は地域精神科モデル医療の構築ならびに普及を最終的な目標としているため、いわゆるアウトカム指標だけでなく、医療経済学的指標、あるいはスタッフの意識の変化の指標など、評価の領域も多岐にわたった。以下に指標の概略を記す。なお、アウトカム指標の詳細は前述の吉田研究分担報告書、佐藤研究分担報告書を参照のこと。また、医療経済的評価指標の詳細は泉田、下平らによる研究分担報告書「重症精神障害者に対する多職種アウトリーチチームのサービスおよび日本版個別援助付雇用モデルの医療経済的研究のプロトコール」を、スタッフの意識変化の指標に関しては、贄川、前田らによる研究分担報告書「地域精神保健福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発」、「モデルが実践スタッフの支援態度に及ぼす影響の検討～スタッフ自記式調査におけるベースライン調査の概要～」を参照のこと。フォローアップ期間は１年間である。

1 アウトカム指標

まず、多職種アウトリーチチームの効果に関しての主たるアウトカム指標は地域滞在日数である。そのほか入院回数・救急利用回数・治療中断歴・逮捕/拘留歴等のサービス利用の在り方の変化、患者のQOL、生活時間の構成の変化に関する指標、精神症状や生活機能の評価などをアウトカム指標として採用した。

認知機能リハビリテーションと援助付き雇用の主たるアウトカム指標は就労関連指標であり、就労率，就労継続日数，総賃金などを指標として採用した。認知機能リハビリテーションの効果判定としての神経心理検査等でとらえられる認知機能、作業能力や、精神症状評価、生活時間の構成の変化なども臨床関連指標として採用した。

2 医療経済的評価指標

多職種アウトリーチチーム、および認知機能リハビリテーションと援助付き雇用に関してのデータ収集は、(ⅰ)レセプト調査、(ⅱ)サービスコードによる支援量・人的コストの把握調査、(ⅲ)CSRI-J（日本語版Client Socio-Demographic and Service Receipt Inventory)を用いた社会資源利用により生じるコスト集計調査を基本とした。これらより、介入群、対照群共にコストの総計および、継時的なコストの推移を求める。また費用対効果分析も行う。現行の制度ではいわゆる「持ち出し」となるコストがどの程度存在するかについても調査を行う予定である。

3 スタッフの意識変化の指標

　核となる研究協力4機関のモデルプログラム関与スタッフ（n=96）を介入群とし、国立病院機構で精神科アウトリーチ部門かつまたはデイケア部門を有する11機関で，当該支援に関与する担当受け持ちのあるスタッフ（n=89）を対照群におき、ストレングス志向の支援態度（11項目）のほか、組織風土に対する認識を問う尺度などを用い、自記式の調査紙を用いる評価をプログラム開始時、1年後と評価することとした。



２）「全国ACT事業所による診療報酬の観点から見た医療経済実態調査研究」（吉田光爾 研究分担者）

現在のACT（Assertive Community Treatment:包括型地域生活支援プログラム）

の臨床活動に関して、どの程度の活動が診療報酬制度でカバーされているのか/いないのかを明らかにする実態調査を行い、今後の多職種アウトリーチチームを支えるための診療報酬制度の基礎資料を作成することを目的に実施した。全国のACT活動のうちACTネットワークに参加し診療報酬をベースにした活動を行っている7事業所に協力を依頼し、全利用者のうち15％を無作為に抽出した(51ケース)。その利用者ならびに、利用者の支援に係わる関係者への個別的な実コンタクト・電話コンタクトに関する支援内容について、平成23年11月半ば～12月半ばの1か月間に渡り、日常のサービス記録からサービスコード票に転記して調査を行った。



３）「地域精神保健福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発」(贄川信幸　研究分担者)

多施設共同による、地域精神科医療モデ

ル作りとその効果検証のために、携わる支援スタッフの「ストレングス志向の支援態度」を測定する自記式評価尺度を開発した。アイテムプールから作成した19項目を用いて、３精神科医療機関の臨床スタッフ332名を対象に予備調査を行った。



C．研究の進捗状況、得られた成果

C-１)　今年度実施した会議、研修

　今年度の研究遂行のために実施した研修ならびに会議は以下のとおりである。

【研修】

日時：2011年7月22日（金），23日（土）

会場：帝京大学医学部附属病院

(帝京大学板橋キャンパス)

内容：スタッフ研修会　　認知機能リハを含めた就労支援

参加人数（計）：82名



日時：2011年9月2日（金）（13:00～18:00）　9月3日（土）（9:00～16:45）

会場：TKP東京駅日本橋ビジネスセンター　TKPカンファレンスルーム3C 

内容：スタッフ研修会多職種

アウトリーチチーム　

参加人数（計）：95名



日時：2011年11月25日(金)

（9時～17時20分）

会場：八重洲ホール201

内容：スタッフ研修会　　就労支援

参加人数：60名



【班会議】

日時：2011年5月6日17：30～20：00　

会場：ベルサール八重洲 Room F

内容：第1回 地域精神科医療モデル作りとその効果検証に関する研究班会議

参加者：分担・協力　20名



日時：2011年12月26日（月）18:00～20:30

場所：M ＋ミドル２ (三菱ビル 10Ｆ)

内容：進捗状況の確認及び報告書等について

参加者：分担・協力　厚労省　15名　　



【研究会議】

日時：2011年9月2日（9:40～12:30）

場所：TKP東京駅日本橋ビジネスセンター

内容：個別援助付雇用に関する研究

参加者：分担・協力　9名　



【電話会議】

日時：2011年6月17日（9:00～10:30）

内容：地域精神医療モデル

参加者：代表、分担　6名



日時：2011年7月8日（8:30～9:30）

内容：地域精神モデル医療プロトコール

参加者：代表、分担　7名



【研究報告会】

日時：2012年2月18日　9:15～13:15

場所：TKP日本橋ビジネスセンター　1A

内容：平成23年度　研究報告会

参加者：分担・協力　70名

　



C-２)　研究の進捗状況、得られた結果

1） 多施設共同による、地域精神科医療モデル作りとその効果検証に関する研究

多職種アウトリーチチームのサービスプログラムは各研究協力機関で平成23年10月末までに研究活動準備が完了し、平成23年11月よりエントリーを開始し、各地区においてケースエントリーが行われている状況である。詳細は基本プロトコルをまとめた吉田 研究分担報告書を参照のこと。候補者は比較的多数であるが、重症精神障害者を対象としているため、調査同意を得ることが難しいこと、入院中に継続的関与を行っているが同意を得るまでの期間が長めになることが、調査実施上の課題となっている。

認知機能リハビリテーションと援助付き雇用のサービスプログラムも平成23年10月末までには研究活動準備が完了し、現時点(平成24年2月末)までに全ての研究サイトにおいて第一クールが開始となっている。詳細は基本プロトコルをまとめた佐藤分担研究報告書を参照のこと。



2） 全国ACT事業所による診療報酬の観点から見た医療経済実態調査研究

現在のACTの臨床活動をサービスコード票への記載から分析した結果、全利用者のうち15％を無作為に抽出した(51ケース)に対する1か月間のコンタクトは、実対面コンタクト857回、電話コンタクト407回であった。職種は医師が8.9％(n=75)、看護職を中心としたコンタクトが36.0%(n=302)、作業療法士を中心としたコンタクトが17.5%(n=147)、精神保健福祉士を中心としたコンタクトが30.5%(n=256)であった。また、全コンタクトの15%弱は週4回以上という高頻度のコンタクトを必要とする状況であった。

診療報酬の状況については無報酬のコンタクトの割合が、医師が13.3%(n=10)、看護師が24.8%(n=75)、作業療法士が19.7%(n=29)、精神保健福祉士が38.0%(n=97)であった。また全職種の1か月間・51ケースに支援した合計の総臨床時間に対して、全体の40.9%である602時間21分が無報酬となっていた。



3） 地域精神保健福祉医療における支援スタッフのストレングス志向の支援態度評価尺度の開発

支援スタッフの「ストレングス志向の支

援態度」を測定する自記式評価尺度を開発。アイテムプールから作成した19項目を用いて、3精神科医療機関の臨床スタッフ332名を対象に予備調査を行った。291名から回答が得られ（回収率87.7%）、構造方程式モデルによる確証的因子分析の結果、11項目の3下位尺度（Person-Centered Approach, Shared Decision Making, Strength-Focused Approach）が一定程度の適合度で確認された。また、概ね良好な併存的妥当性（リカバリー態度尺度とのPearsonの積率相関係数[ r] : 0.12～0.23, p < 0.05）、再検査信頼性（ICC: 0.76～0.84）、および内的整合性（Cronbachのα係数: 0.65～0.87）が確認された。



Ｄ．まとめ、課題

以上のように、研究活動は比較的順調に開始、遂行されている。全体で３年間の研究活動の成果としては以下のことが期待できる。

· 多職種アウトリーチチーム、および認知機能リハビリテーション、援助付き雇用といったプログラムについて、我が国の制度、文化も考慮したうえで、実施可能な標準モデル、それに必要な要素について研究成果として公表することができる。具体的には、本研究の成果を踏まえ、成果を上げるのに必要な要素を抽出し、さらにそれらをエキスパート・コンセンサスなどの手法を用いて検討し、標準モデルとして練り上げることが考えられる。名称としては「ストレングスモデルを取り入れた多職種アウトリーチチームのモデル」や「日本版援助付き雇用モデル」などのかたちでこれらは表現されよう。さらには、標準モデルにいたるまでのシステム進化のプロセスや必要な研修なども提示することにより、合理的なプログラム評価も可能になる。

· 実現可能なモデルとして民間精神病院でも活用可能な科学的根拠のある良質な地域精神科モデル医療の設定を提案、さらに精神科医療機関が地域社会とつながる方策を提示することができる。また、診療報酬改定などに情報提供をしていくことで精神医療の変革を促進することができる。本研究ではコスト計算なども実施するので具体的な診療報酬点数の提案も可能である。このことによって、精神科医療の脱施設化、すなわち精神科の平均入院日数の減少や精神病床数の削減、医療スタッフの地域社会へのアウトリーチ活動の促進にも貢献できる。

· 研究で明らかになった、必要な援助技術を研修プログラム化して、国立精神・神経医療研究センター精神保健研究所などで研修事業として展開することが可能である。研修プログラムをパッケージ化し、必須要素を明確にすることにより、地域生活を支える精神科医療に必要な技能の普及・啓発に貢献できる。



　また、来年度以降、残された課題としては以下の様なことが挙げられる。

· 今年度は核となる研究協力機関が大都市に集中しているため、都市部を中心とした地域精神科医療モデルとなっている。我が国全体への普及を考慮する場合は、人口５万～10万程度の地方としても展開できる地域精神医療のモデルの提示が必要である。そこで、今後、研究協力者の協力を得て、地方都市におけるモデル形成とその評価にも取り組む必要がある。

· 「ストレングスモデルを取り入れた多職種アウトリーチチームのモデル」や「日本版援助付き雇用モデル」などの標準モデルを、我が国の制度や精神保健医療福祉の文化の違いを考慮して練り上げていく途上では、欧米において科学的根拠があるとされる支援プログラム、たとえばAssertiveCommunityTreatment(ACT:包括型地域生活支援プログラム)やIndividualPlacementandSupport(IPS:個別職業紹介とサポートモデル)のどの要素がどのような理由で日本では実施困難であり、それに代わる必要な要素はどのようなものかといった点についての検討が必要である。また、個々のプログラムの定着ばかりでなく、複数のプログラムの組み合わせによるシステム形成のメリットや困難、医療機関と福祉的支援や就労支援の事業所との組み合わせによるプログラム実施のメリット、デメリットにも言及する必要がある。そのためには我が国で先進的にACTプログラムやIPSプログラムを施行しているというサービス機関の実態も把握しながら、「民間精神医療機関でも実行可能な良質の地域精神医療モデル」を策定する本研究の位置づけを決めていくことも必要かと思われる。これらの検討にあたっては、我々が策定しようとするモデルの質を保証するためにも、欧米において評価の定まっているプログラム忠実度評価尺度（fidelity scale）を参考に、それぞれのプログラムを実践する事業体の構造、機能、サービスの質などを評価できるプログラム忠実度尺度を作成し、評価の一助とすることが必要と思われた。

· スタッフの支援理念を明確にし、支援技法を向上させていくためには、従来の入院中心の精神医療とは異なる、地域生活中心の精神医療の概念や技術を明確にしていく必要があり、それに基づく研修の実施も重要である。とりわけ、リカバリーの概念を援用し、病や障害を抱えながらも生活をとりもどし、人生をとりもどす過程に寄り添うことが支援や治療の目的であるとすれば、地域社会の中で展開される臨床における関係性のとりかたはさらに検討されるべき内容であると思われる。その観点から、今後研究活動の中に、治療や支援についての合意形成に利用者である患者の意見を十分に反映し、当事者が主体的に自助に取り組めるようにするShared Decision Making（意思決定の共有）のプロセスについての検討を導入することは必要な課題のように思われた。
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